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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第201期
第３四半期
連結累計期間

第202期
第３四半期
連結累計期間

第201期
第３四半期
連結会計期間

第202期
第３四半期
連結会計期間

第201期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
10月１日
至平成20年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 123,275 98,239 37,785 31,609 158,118

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
1,600 1,142 △120 341 1,786

四半期純利益又は当期純損失

（△）（百万円）
709 318 305 112 △6,775

純資産額（百万円） － － 85,618 75,602 74,695

総資産額（百万円） － － 183,388 165,393 168,927

１株当たり純資産額（円） － － 352.01 308.37 305.29

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）

（円）

3.09 1.39 1.33 0.49 △29.56

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 44.0 42.7 41.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,791 4,344 － － 8,050

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△2,282 △3,538 － － △3,276

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△899 △2,398 － － △1,914

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 11,417 13,926 15,146

従業員数（人） － － 5,672 5,343 5,652

　（注）１．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高は、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）抜きで記載しております。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

 

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
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４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 5,343(815)

　（注）従業員数は就業人員であり、（　）内は臨時従業員の当第３四半期連結会計期間の平均人員で、外数で記載してお

ります。

 

(2）提出会社の状況

 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 1,405(238)

　（注）従業員数は就業人員であり、（　）内は臨時従業員の当第３四半期会計期間の平均人員で、外数で記載しておりま

す。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

繊維事業（百万円） 12,446 △24.0

化成品事業（百万円） 8,840 △17.6

工作機械事業（百万円） 622 △46.0

エレクトロニクス事業（百万円） 298 △13.2

その他の事業（百万円） 1,906 △2.3

合計（百万円） 24,114 △21.1

（注）１．セグメント間の取引については、仕入先の属するセグメントにおいて相殺消去しております。

２．繊維事業には、上記生産実績のほかに、販売を主たる事業とする会社の商品仕入実績が、1,655百万円ありま

す。

３．不動産活用事業は、生産活動を行っておりません。

４．金額は消費税等抜きの製造原価で記載しております。 

(2）受注状況

当第３四半期連結会計期間における工作機械事業の受注状況を示すと、次のとおりであります。

なお、工作機械事業を除く事業については、主として見込生産を行っております。

事業の種類別セグメ
ントの名称

受注高（百万円） 前年同四半期比（％） 受注残高（百万円） 前年同四半期比（％）

工作機械事業 508  △44.8 1,976 △73.9

（注）金額は消費税等抜きで記載しております。

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前年同四半期比（％）

繊維事業（百万円） 16,253 △17.9

化成品事業（百万円） 10,048 △12.0

不動産活用事業（百万円） 1,600 △2.1

工作機械事業（百万円） 798 △53.4

エレクトロニクス事業（百万円） 439 △27.9

その他の事業（百万円） 2,468 △5.2

合計（百万円） 31,609 △16.3

（注）１．セグメント間の取引については、販売会社の属するセグメントにおいて相殺消去しております。

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、相手先別販売実績が総販売実績の10％未

満のため、省略しております。

３．金額は消費税等抜きで記載しております。
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1)業績の状況

当第３四半期連結会計期間（平成２１年１０月１日～１２月３１日）におけるわが国経済は、国内外の景気刺激

策や企業の在庫調整一巡の効果により、景気持ち直しの動きが出てきました。しかしながら景気回復の牽引役不在の

なか、全般的に内需は脆弱であり、輸出も中国を中心としたアジア向けは回復してきたものの、欧米向けは景気の低

迷と円高の影響を受け力強さに欠ける状況が続きました。また、設備投資についても未だ設備の過剰感が強いこと、

雇用・所得環境も深刻な状況が続いていることなどから、本格的な景気回復を実感するには至っておりません。

当社グループの主力である繊維部門が属する天然繊維業界におきましては、国内の雇用・所得環境の悪化を反映

した消費者の買い控えや低価格志向の一層の強まりといったデフレ圧力の高まりとともに、安価な海外製品との競

争激化もあり、きびしい状況が続きました。

非繊維部門の主要販売先である自動車業界は、減税効果による環境対応車の国内生産・販売は上向いてきました

が、本格的な需要回復には及ばず、住宅関連業界も雇用・所得情勢の影響を強く受け、新設住宅着工戸数の減少が続

くなど、きびしい状況となりました。

このような情勢下にあって当社グループは、収益の早期改善と新市場や需要の開拓を目指し、グローバルな視点で

の生産・調達構造の見直しによるコスト競争力の強化に取り組むとともに、顧客や市場に満足していただける商品

・サービスの提供、顧客との連携強化及び景気動向に左右されない高付加価値商品の開発に注力しました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の売上高は３１６億円（前年同期比１６．３％減）、営業利益は３億４千万

円（前年同期は営業損失２千万円）、経常利益は３億４千万円（前年同期は経常損失１億２千万円）、四半期純利益

は１億１千万円（前年同期比６３．３％減）となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

（繊維事業）

原糸分野はグローバルな生産・販売体制を強化したことにより堅調に推移しましたが、主力のデニム、カジュアル

向けの衣料品素材は消費の低迷や低価格志向の影響が続き、業績が低迷しました。しかし、不採算事業の縮小などの

事業構造改善効果が寄与し、利益面では改善をみることができました。

この結果、売上高は１６２億円（前年同期比１７．９％減）、営業損失は３億円（前年同期は営業損失６億１千万

円）となりました。

（化成品事業）

自動車内装材向け軟質ウレタンフォームは、自動車の国内生産に回復傾向が見られるものの本格的な回復には至

らず、低水準で推移しました。

また、住宅建材や半導体関連商品も、新設住宅着工の低迷や半導体業界の設備投資の冷え込みの影響により低調に

推移しました。

この結果、売上高は１００億円（前年同期比１２．０％減）でしたが、コストダウンに努めた結果、営業利益は２

億７千万円（前年同期は営業損失３千万円）となりました。

（不動産活用事業）

国内景気の低迷により不動産業界全般がきびしい状況にあるなか、安定的な収益確保を目指し、引き続き賃貸事業

の推進に注力した結果、売上高は１６億円（前年同期比２．１％減）、営業利益は８億円（同５．６％増）となりま

した。

（工作機械事業）

主力の横中ぐりフライス盤の新規受注が国内外とも低迷するなか、造船、エネルギー関連など重厚長大産業向けを

中心とした既受注分の出荷により、売上高は７億円（前年同期比５３．４％減）、営業利益は３千万円（同８７．

２％減）となりました。
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（エレクトロニクス事業）

設備投資の冷え込みにより、コンピュータ・カラーマッチング・システムや赤外線計測システムなどの主力商品

がいずれも低調でした。

この結果、売上高は４億円（前年同期比２７．９％減）、営業損失は２億６千万円（前年同期は営業損失１億９千

万円）となりました。

（その他の事業）

エンジニアリング部門では、水処理装置やブラスト（金属表面処理）関連設備は順調でしたが、薬液供給設備や焼

却装置は景気低迷の影響により低調に推移しました。

バイオメディカル部門は、受託解析サービスや画像撮影装置は低調でしたが、抗癌剤感受性試験関連製品や核酸分

離装置は堅調に推移しました。

食品部門は、消費者の買い控えやＰＢ商品など低価格志向の影響を受け、低調に推移しましたが、コストダウンに

努めた結果、利益面では改善しました。

この結果、その他の事業の売上高は２４億円（前年同期比５．２％減）、営業利益は１億１千万円（同１９３．

７％増）となりました。

　

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。

（日本）

売上高は、繊維事業のデニム、カジュアル向けの衣料品素材分野や化成品事業の自動車内装材向け軟質ウレタン

フォーム分野が低調であったことなどで、２７１億円（前年同期比１６．８％減）となりましたが、繊維事業で不採

算事業の縮小などの事業構造改善効果が寄与したことなどにより、営業利益は４億９千万円（同４６８．２％増）

となりました。

（アジア）

売上高は、ほぼ前年同期並みの３３億円で推移しましたが、自動車関連の化成品事業が堅調であったことなどによ

り、営業利益は３千万円（前年同期は営業損失７千万円）となりました。　

（その他の地域）

ブラジル国の繊維事業が市況悪化の影響を受け低調であったことなどで、売上高は１１億円（前年同期比３７．

０％減）、営業利益は４千万円（同７１．８％減）となりました。

(2)キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、９億５千万円減少し、当第３

四半期連結会計期間末では１３９億２千万円（前年同期末は１１４億１千万円）となりました。各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（要約連結キャッシュ・フロー計算書） （単位：百万円）

 
前第３四半期
連結会計期間

当第３四半期
連結会計期間

増減額

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,177 663 2,841

投資活動によるキャッシュ・フロー △297 △1,194 △896

財務活動によるキャッシュ・フロー　 2,092 △397 △2,490

現金及び現金同等物に係る換算差額 △473 △28 444

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △855 △957 △101

現金及び現金同等物の期首残高 12,273 14,883 2,610

現金及び現金同等物の四半期末残高 11,417 13,926 2,509

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、６億６千万円（前年同期は２１億７千万円の減

少）となりました。これは、法人税等の支払額４億４千万円、たな卸資産の増加額１億７千万円などに伴う資金減が

あったものの、減価償却費の内部留保１６億５千万円などがあったことによるものです。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、１１億９千万円（前年同期は２億９千万円の減

少）となりました。これは、有形及び無形固定資産の取得による支出７億３千万円、投資有価証券の取得による支出

６億９千万円などによるものです。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、３億９千万円（前年同期は２０億９千万円の増

加）となりました。これは、短期借入金の返済による支出２億７千万円などによるものです。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会社

法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　（株式会社の支配に関する基本方針）

    ①基本方針の内容

　当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株券等の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には当社株券等の大規模買

付提案に応じるか否かは株主の決定に委ねられるべきだと考えております。

　ただし、当社株券等の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることが

できない可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当

社グループの価値を十分に反映しているとはいえないもの、あるいは株主が最終的な決定をするために必要な情

報が十分に提供されないものもありえます。

　そのような提案に対して、当社取締役会は、株主から負託された者の責務として、提案に応じるか否かを判断す

るために必要な時間や情報の確保、提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

  　②基本方針の実現に資する取組み

　当社グループでは、当社グループがすべてのステークホルダーから存在価値を認められ、さらに、信頼感が持て

る企業、安心感を与える企業として支持されることにより、企業価値の向上及びステークホルダーとの共同利益

の確保ができるものと考え、次の取組みを実施しております。

（中期経営計画の実施）

　当社グループは、将来の発展に向けての成長戦略として、平成19年４月より、平成21年度を最終年度とする３ヵ

年の中期経営計画「Growth & Expansion '09」（略称「GE '09」）をスタートさせました。「GE '09」では、最

重要課題である「業容の拡大」を実現するための基本方針を「事業規模の拡大」「競争力の強化」「組織運営

体制の強化」「信頼される企業づくり」の４点とし、「新分野」「新市場」「新素材」「新商品／新技術」を

テーマに事業展開をはかっております。

（株主への利益還元）

  当社では、株主に対する配当が、企業の最重要課題の一つであるとの認識に立ち、継続的・安定的な利益還元を

基本としております。従って、今後も株主に、安心して当社株式を保有し続けていただけるよう、強固な財務体質

の構築・維持及び一層の収益拡大に努力し、配当の向上に努めていきます。

  また、取締役会の決議による自己株式の取得も株主への利益還元のための方策として、また機動的な資本政策

の一環としても有効と考えており、当社財務及び市場の状況を総合的に判断のうえ実施したいと考えておりま

す。

（社会的責任の遂行）

　当社グループは、社会的責任遂行のための行動指針「クラボウグループ倫理綱領」に則り、クラボウＣＳＲ委員

会のもと、環境への配慮、法令・ルールの遵守など誠実かつ公正な企業活動を行うとともに、豊かで健康的な生活

環境づくりをめざして、独創的で真に価値のある商品・情報・サービスを提供していきます。
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③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

　当社は、当社株券等に対する大規模買付等がなされた際に、当該大規模買付等に応じるべきか否かを株主が判断

し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確保し、株主のために買付者と交渉を

行うこと等を可能とすることにより、当社グループの企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという目

的のもと、平成20年５月13日開催の取締役会において、当社株券等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛

策、以下「本プラン」という。）を導入しました。また同年６月27日開催の定時株主総会において、本プランに対

する株主の承認も得ております。

　本プランは、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを定めるとともに、一定の場合

には当社が新株予約権の発行等の対抗措置をとることによって、大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生

する可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社グループの企業価値ひいては株

主共同の利益に資さない大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものであります。 
　
④上記③の取組みが、上記①の基本方針に従い、当社の株主の共同の利益を損なうものでなく、当社の役員の地位の

維持を目的とするものではないこと及びその理由

　本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の確保又は向

上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開

示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）をすべて充足しております。

　本プランの有効期間は、平成22年６月開催予定の定時株主総会終結の時までとしていますが、当該有効期間の満

了前であっても、当社の株主総会において本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従

い、その時点で廃止されます。

　また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合

にも、本プランはその時点で廃止されるものとなっております。

　対抗措置の発動等にあたっては、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、当社社外取締役、当社社外監査役

又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準

じる者）で、当社の業務を執行する経営陣から独立した者のみで構成される独立委員会の勧告を最大限尊重する

とともに、株主及び投資家に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしております。

　従って、本プランは、当社グループの企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入するものであ

り、当社の役員の地位の維持を目的とするものではありません。

(4)研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、461百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画

はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 977,011,000

計 977,011,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 246,939,284 246,939,284

東京証券取引所

大阪証券取引所

各市場第一部

単元株式数

1,000株

計 246,939,284 246,939,284 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年10月１日～　

平成21年12月31日　
－ 246,939 － 22,040 － 15,255

 

（５）【大株主の状況】

　アクサ・ローゼンバーグ証券投信投資顧問株式会社から平成21年６月１日付の大量保有報告書（変更報告

書）の写しの送付があり、平成21年５月29日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、

当社として当第３四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができません。

  なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

アクサ・ローゼンバーグ

証券投信投資顧問株式会

社

東京都港区白金一丁目17番３号 9,259 3.75

 

（６）【議決権の状況】

  当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。
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①【発行済株式】

 平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式   17,798,000
－ 単元株式数1,000株

（相互保有株式）

普通株式　　　212,000
－ 同上

完全議決権株式（その他） 普通株式  226,833,000 226,833 同上

単元未満株式 普通株式　　2,096,284 －
１単元（1,000株）未満

の株式

発行済株式総数 246,939,284 － －

総株主の議決権 － 226,833 －

　（注）完全議決権株式（その他）欄には、証券保管振替機構名義の株式が9,000株（議決権9個）含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）                  

倉敷紡績株式会社
大阪市中央区久太

郎町二丁目４－31
17,798,000 － 17,798,000 7.20

（相互保有株式）                  

株式会社アラミス
大阪市中央区博労

町二丁目５－16
212,000 － 212,000 0.08

計 － 18,010,000 － 18,010,000 7.29

　（注）株主名簿上は当社名義となっていますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権1個）あります。

なお、当該株式は、上記①発行済株式の「完全議決権株式（その他）」に含めております。

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 193 189 210 205 229 212 183 161 148

最低（円） 131 145 158 175 193 175 157 130 134

　（注）最高・最低株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期

連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１

日から平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び当第

３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日

本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,149 16,223

受取手形及び売掛金 ※5
 32,339 33,326

有価証券 234 683

商品及び製品 11,312 12,379

仕掛品 6,490 6,711

原材料及び貯蔵品 4,657 4,787

その他 4,206 3,069

貸倒引当金 △176 △161

流動資産合計 74,214 77,019

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 29,264

※1
 30,259

その他（純額） ※1, ※2
 27,845

※1, ※2
 28,861

有形固定資産合計 57,109 59,121

無形固定資産 1,678 1,780

投資その他の資産

投資有価証券 26,809 24,952

その他 6,325 6,710

貸倒引当金 △744 △656

投資その他の資産合計 32,389 31,006

固定資産合計 91,178 91,908

資産合計 165,393 168,927
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※5
 19,223 19,016

短期借入金 23,504 22,814

未払法人税等 242 539

賞与引当金 436 1,248

事業構造改善引当金 2,224 3,438

その他 ※5
 7,753 8,634

流動負債合計 53,385 55,693

固定負債

長期借入金 4,124 5,201

退職給付引当金 7,512 8,332

役員退職慰労引当金 743 760

長期預り敷金保証金 17,853 18,357

その他 6,171 5,887

固定負債合計 36,405 38,539

負債合計 89,790 94,232

純資産の部

株主資本

資本金 22,040 22,040

資本剰余金 18,257 18,257

利益剰余金 38,036 38,863

自己株式 △3,254 △3,251

株主資本合計 75,079 75,910

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,035 3,468

繰延ヘッジ損益 26 22

為替換算調整勘定 △8,481 △9,441

評価・換算差額等合計 △4,420 △5,950

少数株主持分 4,943 4,735

純資産合計 75,602 74,695

負債純資産合計 165,393 168,927
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 123,275 98,239

売上原価 105,688 82,692

売上総利益 17,586 15,547

販売費及び一般管理費 ※
 16,277

※
 14,471

営業利益 1,309 1,076

営業外収益

受取利息 193 159

受取配当金 621 497

持分法による投資利益 28 11

その他 281 194

営業外収益合計 1,125 863

営業外費用

支払利息 516 504

その他 317 293

営業外費用合計 834 797

経常利益 1,600 1,142

特別利益

固定資産売却益 860 13

投資有価証券売却益 480 －

特別利益合計 1,340 13

特別損失

投資有価証券評価損 291 238

減損損失 － 38

たな卸資産処分損 484 －

その他 － 14

特別損失合計 776 291

税金等調整前四半期純利益 2,164 864

法人税等 1,164 343

少数株主利益 291 202

四半期純利益 709 318
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 37,785 31,609

売上原価 32,435 26,343

売上総利益 5,349 5,265

販売費及び一般管理費 ※
 5,376

※
 4,919

営業利益又は営業損失（△） △27 345

営業外収益

受取利息 75 54

受取配当金 197 152

持分法による投資利益 6 27

その他 64 38

営業外収益合計 344 272

営業外費用

支払利息 170 161

為替差損 179 －

その他 86 114

営業外費用合計 437 276

経常利益又は経常損失（△） △120 341

特別利益

固定資産売却益 860 －

特別損失

投資有価証券評価損 118 153

たな卸資産処分損 △0 －

特別損失合計 117 153

税金等調整前四半期純利益 622 187

法人税等 235 4

少数株主利益 81 70

四半期純利益 305 112
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,164 864

減価償却費 5,306 4,817

減損損失 － 38

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△203 △851

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6 61

受取利息及び受取配当金 △815 △656

支払利息 516 504

為替差損益（△は益） 22 △72

持分法による投資損益（△は益） △28 △11

有形及び無形固定資産売却損益（△は益） △861 △15

有形及び無形固定資産除却損 54 62

有価証券及び投資有価証券売却損益（△は益） △480 3

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 291 240

売上債権の増減額（△は増加） 2,079 1,207

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,727 1,679

仕入債務の増減額（△は減少） △1,241 169

預り敷金及び保証金の増減額（△は減少） 0 16

事業構造改善引当金の増減額（△は減少） △582 △1,214

その他 △1,057 △1,983

小計 2,431 4,858

利息及び配当金の受取額 751 594

利息の支払額 △442 △431

法人税等の支払額 △948 △677

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,791 4,344

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） △215 △146

有価証券の取得による支出 △470 －

有価証券の償還による収入 570 450

有形及び無形固定資産の取得による支出 △3,957 △2,886

有形及び無形固定資産の売却による収入 1,294 241

投資有価証券の取得による支出 △111 △1,043

投資有価証券の売却による収入 788 0

投資有価証券の償還による収入 100 －

貸付けによる支出 △10 △3

貸付金の回収による収入 4 12

関係会社株式の取得による支出 － △153

その他 △274 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,282 △3,538
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 2,113 △225

長期借入れによる収入 350 1,300

長期借入金の返済による支出 △1,571 △1,620

自己株式の取得による支出 △14 △4

自己株式の売却による収入 3 0

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △8

配当金の支払額 △1,604 △1,144

その他 △177 △695

財務活動によるキャッシュ・フロー △899 △2,398

現金及び現金同等物に係る換算差額 △492 371

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,882 △1,220

現金及び現金同等物の期首残高 13,299 15,146

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 11,417

※
 13,926
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

連結の範囲に関する事項の変

更

（1）連結の範囲の変更　

第１四半期連結会計期間より、クラキサービス㈱は新たに設立したため、連結の範

囲に含めております。

　 （2）変更後の連結子会社の数

26社

　　

【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「為替差損」（当第３四半期連結会計期間は13百万

円）は、営業外費用総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結会計期間では営業外費用の「その他」に

含めて表示することとしました。 

　　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

固定資産の減価償却費の算

定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分

して算定する方法によっております。

 

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利

益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益（損

失）に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用い

て税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用

する方法によっております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額

　              126,444百万円

 

※２．国庫補助金等により取得した機械装置の取得価額

から控除した圧縮記帳累計額は596百万円でありま

す。

 

３．偶発債務

連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入金

に対する債務保証

桐郷倉紡時装有限公司 6百万円

社会福祉法人石井記念愛染園

（連帯保証）
1,972　〃

合計 1,979　〃

　

４．受取手形割引高　　　　　　　　　　　　　

   551百万円

 

 ※５．四半期連結会計期間末日満期手形等

四半期連結会計期間末日満期手形及び確定期日現金

決済（手形と同条件で手形期日に現金決済する方

式）の会計処理は、手形交換日及び入出金日をもっ

て決済処理しております。

なお、当四半期連結会計期間の末日は金融機関の休

日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期

手形等が四半期連結会計期間末残高に含まれており

ます。

受取手形 758百万円

受取手形割引高 52　〃

売掛金 232　〃

支払手形 307　〃

買掛金 32　〃

設備代支払手形 26　〃

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額

130,805百万円

 

※２．国庫補助金等により取得した機械装置の取得価額

から控除した圧縮記帳累計額は596百万円でありま

す。

 

３．偶発債務

社会福祉法人石井記念愛染園の独立行政法人福祉

医療機構からの借入金2,071百万円に対し、連帯保

証を行っております。

　

　

　

　

４．受取手形割引高　　　　　　　　　　　　

552百万円

　

　５．　　　　　　　―――――
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費に属する費用のうち、主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

 

貸倒引当金繰入額     61百万円　

給料手当    3,698　〃　　

賞与引当金繰入額　  209　〃　　

退職給付費用　 449　〃

役員退職慰労引当金繰入額 　99　〃

 

※　販売費及び一般管理費に属する費用のうち、主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

 

貸倒引当金繰入額     67百万円　

給料手当    3,567　〃　　

賞与引当金繰入額　  197　〃　　

退職給付費用　 468　〃

役員退職慰労引当金繰入額 　95　〃

 

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

※　販売費及び一般管理費に属する費用のうち、主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

 

貸倒引当金繰入額  22百万円　

給料手当      1,235　〃　　

賞与引当金繰入額　      　 209　〃　　

退職給付費用　 　 150　〃

役員退職慰労引当金繰入額 　35　〃

 

※　販売費及び一般管理費に属する費用のうち、主要な費

目及び金額は次のとおりであります。

 

貸倒引当金繰入額  29百万円　

給料手当      1,189　〃　　

賞与引当金繰入額　     　 197　〃　　

退職給付費用　 　 152　〃

役員退職慰労引当金繰入額 　31　〃

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残

高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

 

　（平成20年12月31日現在）

現金及び預金勘定    12,089百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 　 △673　〃

取得日から３カ月以内に償還される

短期投資（有価証券）
 1　〃

現金及び現金同等物    11,417  〃

 

※　現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残

高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係

 

　（平成21年12月31日現在）

現金及び預金勘定    15,149百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金  △1,224　〃

取得日から３カ月以内に償還される

短期投資（有価証券）
 1　〃

現金及び現金同等物    13,926  〃
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　246,939千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　 17,802千株

 

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,145 ５ 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
繊維事業
(百万円)

化成品事
業
(百万円)

不動産活
用事業
(百万円)

工作機械
事業
(百万円)

エレクトロ

ニクス事業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                     

(1）外部顧客に対す
る売上高

19,79911,4241,6331,712 610 2,60437,785 ― 37,785

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

9 1 64 ― 2 27 105 (105) ―

計 19,80811,4261,6981,712 613 2,63237,890(105)37,785

営業利益又は営業損失
（△）

△612 △30 765 276 △194 38 242 (269)△27

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
繊維事業
(百万円)

化成品事
業
(百万円)

不動産活
用事業
(百万円)

工作機械
事業
(百万円)

エレクトロ

ニクス事業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                     

(1）外部顧客に対す
る売上高

16,25310,0481,600 798 439 2,46831,609 ― 31,609

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

4 1 62 ― 16 72 157 (157) ―

計 16,25710,0501,662 798 456 2,54131,766(157)31,609

営業利益又は営業損失
（△）

△304 278 808 35 △260 113 671 (325)345

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
繊維事業
(百万円)

化成品事
業
(百万円)

不動産活
用事業
(百万円)

工作機械
事業
(百万円)

エレクトロ

ニクス事業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                     

(1）外部顧客に対す
る売上高

66,48735,6294,8625,3243,0977,873123,275― 123,275

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

21 6 191 ― 8 64 293 (293) ―

計 66,50935,6355,0545,3243,1067,938123,569(293)123,275

営業利益又は営業損失
（△）

△1,235 240 2,246 893 9 6 2,159(850)1,309

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）　

 
繊維事業
(百万円)

化成品事
業
(百万円)

不動産活
用事業
(百万円)

工作機械
事業
(百万円)

エレクトロ

ニクス事業

(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高                                     

(1）外部顧客に対す
る売上高

52,85527,3354,7453,7452,0427,51698,239 ― 98,239

(2）セグメント間の
内部売上高又は
振替高

11 3 190 ― 21 265 492 (492) ―

計 52,86627,3394,9353,7452,0647,78198,732(492)98,239

営業利益又は営業損失
（△）

△788 122 2,331 475 △368 203 1,975(899)1,076
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（注）１．事業区分は、内部管理上採用している売上集計区分によっております。

２．各事業区分の主要製品等

(1）繊維事業…………………綿・合繊・羊毛その他各種素材の繊維製品

(2）化成品事業………………ポリウレタンフォーム、合成木材、無機建材、機能性フィルム、精密ろ過関連製品、

高性能エンプラ製品

(3）不動産活用事業…………不動産の賃貸、ホテル・レストラン・ゴルフ練習場・自動車教習所の経営

(4) 工作機械事業……………工作機械、産業機械

(5）エレクトロニクス事業…情報システム機器、検査・計測システム

(6）その他の事業……………環境制御等の機器・装置、バイオ関連製品、真空凍結乾燥食品、食料品・日用品・

土産物等の小売販売

３．会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による低価法によってお

りましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益はその他の事業が25百万円減少しております。

　また、従来営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」を売上原価に計上することとしたことか

ら、当第３四半期連結累計期間の営業利益は化成品事業が44百万円、エレクトロニクス事業が13百万円、

その他の事業が46百万円それぞれ減少し、不動産活用事業が０百万円増加、営業損失は繊維事業が179百

万円増加しております。

４．有形固定資産の耐用年数の変更　

前第３四半期連結累計期間

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として耐用年数を見直した結果、有形固定資産の一

部について、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行っております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は化成品事業が22百万円、不動産活用事業が０百万円

それぞれ減少し、その他の事業が２百万円増加、営業損失は繊維事業が203百万円増加しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 32,634 3,389 1,760 37,785 ― 37,785

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
317 804 1 1,123 (1,123) ―

計 32,951 4,194 1,762 38,908 (1,123)37,785

営業利益又は営業損失（△） 87 △77 159 169 (196) △27

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 27,166 3,334 1,108 31,609 ― 31,609

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
238 570 1 810 (810) ―

計 27,404 3,904 1,110 32,419 (810)31,609

営業利益 496 30 45 572 (227) 345

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 108,5259,680 5,070123,275 ― 123,275

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,285 3,283 3 4,573 (4,573) ―

計 109,81112,963 5,073127,849(4,573)123,275

営業利益又は営業損失（△） 1,767 △237 566 2,096 (787) 1,309

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
日本

（百万円）
アジア
（百万円）

その他の地
域
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全
社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 85,744 9,403 3,092 98,239 ― 98,239

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
816 3,239 3 4,060 (4,060) ―

計 86,56112,643 3,095102,300(4,060)98,239

営業利益 1,602 158 48 1,809 (732) 1,076
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（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。

(1）アジア……………中国、タイ、インドネシア

(2）その他の地域……ブラジル、米国

３．会計処理の方法の変更

前第３四半期連結累計期間

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、主として移動平均法による低価法によってお

りましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号

　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本が25百万円減少しております。

　また、従来営業外費用に計上していた「たな卸資産評価損」を売上原価に計上することとしたことか

ら、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本が226百万円、その他の地域が６百万円それぞれ減少

し、営業損失はアジアが49百万円増加しております。

４．有形固定資産の耐用年数の変更　

前第３四半期連結累計期間

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正を契機として耐用年数を見直した結果、有形固定資産の一

部について、第１四半期連結会計期間より耐用年数の変更を行っております。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益は日本が223百万円減少しております。
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 6,911 2,706 9,617

Ⅱ．連結売上高（百万円）         37,785

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
18.3 7.2 25.5

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 6,275 1,827 8,103

Ⅱ．連結売上高（百万円）         31,609

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
19.9 5.7 25.6

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 22,265 7,970 30,236

Ⅱ．連結売上高（百万円）         123,275

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
18.0 6.5 24.5

　

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 アジア その他の地域 計

Ⅰ．海外売上高（百万円） 20,066 5,200 25,267

Ⅱ．連結売上高（百万円）         98,239

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割

合（％）
20.4 5.3 25.7

　

（注）１．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域は、次のとおりであります。

(1）アジア……………中国、タイ、インドネシア

(2）その他の地域……ブラジル、米国

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 308.37円 １株当たり純資産額 305.29円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 3.09円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純利益金額 1.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 709 318

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 709 318

期中平均株式数（千株） 229,203 229,146

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 1.33円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

１株当たり四半期純利益金額 0.49円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益（百万円） 305 112

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 305 112

期中平均株式数（千株） 229,186 229,139

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。　

 

EDINET提出書類

倉敷紡績株式会社(E00528)

四半期報告書

28/31



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年２月10日

倉敷紡績株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市田　　龍　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている倉敷紡績株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、倉敷紡績株式会社及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月12日

倉敷紡績株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市田　　龍　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている倉敷紡績株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、倉敷紡績株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同

日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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